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１. 16年 9月中間期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 146,751 9.7 5,468 △ 42.2 3,885 △ 48.6
15年 9月中間期 133,741 △ 2.6 9,467 △ 7.0 7,558 △ 1.4
16年 3月期 268,574 18,104 13,800

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

16年 9月中間期 1,095 △ 59.8 2.74 -
15年 9月中間期 2,726 7.2 6.83 6.59
16年 3月期 6,019 15.08 14.51
(注)①持分法投資損益    16年 9月中間期         8 百万円   15年 9月中間期          4 百万円   16年 3月期         3 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　16年 9月中間期  399,080,603 株　　　15年 9月中間期   399,094,811 株　　　16年 3月期   399,090,062 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 334,806 99,005 29.6 248.08
15年 9月中間期 317,365 96,078 30.3 240.74
16年 3月期 314,915 93,866 29.8 235.21
(注) 期末発行済株式数（連結）　16年 9月中間期  399,077,227 株　　　15年 9月中間期   399,089,250 株　　　16年 3月期   399,083,036 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

16年 9月中間期 13,059 △ 10,074 △ 8,735 21,087
15年 9月中間期 5,787 △ 7,576 △ 224 11,850
16年 3月期 21,714 △ 14,932 4,391 24,780

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  49　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） 4　社  （除外） 1　社   持分法（新規） 0　社  （除外）　0　社

２. 17年 3月期の連結業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 300,000 10,000 5,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                   12 円  53銭

　※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在におけ

　　　 る仮定を前提としています。 実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他

　　　 の関連する事項については、添付資料の6ページを参照してください。
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添 付 資 料 
 
１．企業集団の状況 

当社を中心とするミネベアグループは、当社及び関係会社５１社（子会社４９社、関連会社２社）で構成され、ベアリ
ング、機械部品、特殊機器及び電子機器の製造・販売等を行っております。 
製品の製造は、当社及び国内子会社、米国、欧州、アジアの各国に所在する子会社が各製造品目ごとの生産を担当して

おります。製品の販売は、国内においては当社より直接販売を行っております。海外においては米国、欧州、アジア各地
に所在する子会社及び当社の支店を通じて行っております。 
 
各事業の種類別セグメントとの関連及び主要な生産会社及び販売会社は次のとおりであります。 
 

事業の種類別 
セグメント 

事 業 主要な生産会社 主要な販売会社 

機械加工品 ベアリング 当社 
NEW HAMPSHIRE BALL BEARINGS,INC. 
NMB-MINEBEA UK LTD. 
NMB SINGAPORE LTD. 
PELMEC INDUSTRIES (PTE.) LTD. 
NMB THAI LTD. 
PELMEC THAI LTD. 
NMB HI-TECH BEARINGS LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS & HI-TECH 
COMPONENTS(SHANGHAI)LTD. 

当社 
NMB TECHNOLOGIES CORPORATION 
NEW HAMPSHIRE BALL BEARINGS,INC. 
NMB-MINEBEA UK LTD. 
NMB-MINEBEA-GmbH 
NMB ITALIA S.r.l. 
NMB MINEBEA S.a.r.l. 
MINEBEA TECHNOLOGIES PTE.LTD. 
MINEBEA（HONG KONG）LTD. 
NMB KOREA CO.,LTD. 

 機械部品 当社 
NMB SINGAPORE LTD. 
MINEBEA THAI LTD. 

 

 特殊機器 当社  
電子機器 電子機器 当社 

ミネベアエレクトロニクス(株) 
ミネベア・松下モータ(株) 
MINEBEA THAI LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD. 
POWER ELECTRONICS OF MINEBEA CO.,LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS & HI-TECH 
COMPONENTS(SHANGHAI)LTD. 
THAI MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR CO.,LTD. 
MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR (S)PTE.LTD. 
MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR (MALAYSIA)SDN.BHD. 
ZHUHAI MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR CO.,LTD. 

 

 
 



-   - 3 

事業の系統図は、主に次のとおりであります。 
 

 
 

得    意    先 

 
 
 
 

ベ ア リ ン グ  海 外 販 売 会 社   

連結子会社 
NMB-MINEBEA UK LTD. 
NEW HAMPSHIRE BALL  
 BEARINGS,INC. 
 

 連結子会社 
NMB TECHNOLOGIES  
 CORPORATION 
NMB-MINEBEA UK LTD. 
NMB-MINEBEA-GmbH. 
NMB ITALIA S.r.l. 
NMB MINEBEA S.a.r.l. 
MINEBEA TECHNOLOGIES 
 PTE.LTD. 
MINEBEA（HONG KONG） 
NMB KOREA CO.,LTD. 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

ミ ネ ベ ア (株)  (当 社) 

電 子 機 器 機 械 加 工 品 (ベアリング・機械部品・特殊機器) 

 
               
 
 

持 株 会 社  

連結子会社 
NMB(USA)INC. 

 

 

電 子 機 器  ベ ア リ ン グ  機 械 部 品   

連結子会社 
NMB SINGAPORE LTD. 
MINEBEA THAI LTD. 

 
 
 
 
 
 

連結子会社 
NMB SINGAPORE LTD. 
PELMEC INDUSTRIES 
 (PTE.)LTD. 
NMB THAI LTD. 
PELMEC THAI LTD. 
NMB HI-TECH BEARINGS LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS & HI- 
 TECH COMPONENTS(SHANGHAI) 
 LTD. 

連結子会社 
ﾐﾈﾍﾞｱｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ(株) 
ﾐﾈﾍﾞｱ･松下ﾓ-ﾀ(株) 
MINEBEA THAI LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS 
 (THAILAND)CO.,LTD. 
POWER ELECTRONICS OF 
 MINEBEA CO.,LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS & HI- 
TECH COMPONENTS(SHANGHAI) 
 LTD. 
THAI MINEBEA-MATSUSHITA  
 MOTOR CO.,LTD. 
MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR 
(S)PTE.LTD. 
MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR 
 (MALAYSIA)SDN.BHD. 
ZHUHAI MINEBEA-MATSUSHITA 
 MOTOR CO.,LTD. 

  

 

 

 

 

   

―― 製品の流れ 
   原材料･部品の流れ

(海外支店) 
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２．経   営   方   針 
(1) 経営の基本方針 

当社は次の「五つの心得」を経営の基本方針としております。 
 
(一)従業員が誇りを持てる会社でなければならない 
(二)お客様の信頼を得なければならない 
(三)株主の皆様のご期待に応えなければならない 
(四)地域社会に歓迎されなければならない 
(五)国際社会の発展に貢献しなければならない 
 
この基本経営方針の下に、当社は「高付加価値製品の開発」「製品の品質の高度化」に積極的に取り組み、当社の
実力を発揮出来る分野に経営資源を集中すると共に、「財務体質の強化」を中心とした企業運営の強化と社内外に対
して解りやすい「透明度の高い経営」の実践を心がけております。 
また、「環境保全活動」については、当社が世界各地で事業を展開する上で最重要テーマの一つとして従来から徹
底した取り組みを続けております。 

 
(2) 利益配分に関する基本方針 

当社の配当政策の基本的な考え方は、株主への利益還元、事業展開並びに企業体質の強化等を総合的に勘案しなが
ら、安定した配当を継続することが重要であると考えております。 
従って、内部留保資金は企業体質の強化と今後の新たな成長に繋げるための事業資金に充当する所存であります。 

  
(3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

1. 当社は先に述べた会社経営の基本方針に基づき「徹底した一貫生産体制」「大規模な量産工場」「整備された研究
開発体制」を世界各地で展開し、世界最強の総合精密部品メーカーを目指して収益性を高め、企業価値を引き上げ
ることを目標としております。 
これらを実現するための課題を要約すると、次のようになります。 
① ベアリングとベアリング関連製品事業の一層の強化拡充をはかる。 
② 精密小型モーター事業を更に拡充し、ベアリング関連製品と並ぶ柱に育てる。 
③ 全ての製品について高付加価値製品の比率を引き上げると同時に、製品の幅を広げ、より広範囲な市場に
対応出来るようにする。 

 
2. 当社と松下電器産業株式会社モータ社は、平成 16 年 4 月１日付けで、両社の情報モーター四商品（ファンモータ
ー、ステッピングモーター､振動モーター及びブラシ付 DC モーター）事業を統合し、ミネベア・松下モータ株式会
社を発足させました。 
統合会社は、当社が持つ超精密機械加工技術、大量生産技術、及びコスト競争力と松下電器産業株式会社の最先端
商品開発力を融合させ､競合他社に先行した優位性のある高付加価値商品の開発、開発スピードの向上､製造力及び
顧客密着体制の強化をはかります。また､両社の高度な生産技術力と商品開発力の統合により、製造プロセスや設
計手法の標準化の加速､マグネット・材料・高度解析技術の開発等により、大幅なコストダウンを進め、国際競争
力のある事業展開をはかり､統合するモーター分野で世界一の地位を目指します。 

  
3. 優れた性能・大量生産性・コスト競争力を有した 2 種類の新型流体動圧軸受ユニットの開発に成功しました。早
ければ今期末からの量産開始を見込んでおります。これら 2種類のユニットを HDD（ハードディスクドライブ）搭
載用スピンドルモーターに使用し、将来はスタンダード化して広く外部に販売して行くことも検討します。 
 

(4) コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
企業活動は、株主価値を最大化するように経営されるべきと考えております。このため、取締役会の経営における
最高意思決定機関としての機能を強化し、健全な経営方針に基づき、より迅速で戦略性の高い経営判断を行っていく
体制を確立するため、取締役数を従来の 25 名から 10 名体制にしました。さらに執行役員制度を導入し、経営・監督
機能と業務執行機能の役割を明確にし、組織の俊敏性を高め、マーケットへの対応力と実行力の向上に努めています。
また 10 名の取締役の内 2 名を社外取締役、監査役 4 名中 2 名を社外監査役とし、経営の透明性と取締役の株主の皆
様に対する説明責任（アカウンタビリティ）履行の相対的強化をはかっております。 
さらに、EVA 経営システムの導入により、事業の選択と集中や経営資源の適正配分などの判断を、より戦略的かつ
積極的に行える体制を構築するとともに、取締役及び執行役員の賞与が連結 EVA に連動する報酬制度を採用していま
す。 
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(5) 目標とする経営指標 
平成 17 年 3 月期の連結ベースでの目標数値は、次のとおりであります。 

（単位：億円） 
 平成 17 年 3 月期 
売上高 3,0003,0003,0003,000    （（（（ 112 112 112 112％％％％    ））））    
営業利益 140140140140    （（（（  77  77  77  77％％％％    ））））    
経常利益 100100100100    （（（（  72  72  72  72％％％％    ））））    
当期純利益 50  50  50  50  （（（（  83  83  83  83％％％％    ））））            
設備投資額 200200200200    （（（（ 106 106 106 106％％％％    ））））    

    （ ）は対前期比率 
 
    

 
３．経  営  成  績 及 び 財 政 状 態 
(1) 経営成績 
① 当中間期の概況 
当中間期のわが国経済は、順調な回復を続けました。堅調な個人所得に支えられた消費者マインドの改善による個
人消費の伸びや輸出の緩やかな増加が生産や企業収益の増加につながり、設備投資の拡大を促しました。米国経済は、
原油相場の高騰等により若干減速したものの、生産は増加しており、企業景況指数も高水準にあり、景気は拡大しま
した。欧州経済も、世界的な景気の回復を背景に外需が伸び、緩やかに回復してきました。一方、アジアでは、中国
経済が投資過熱に対する懸念があったものの高い成長を続けており、タイ、シンガポール等東南アジア地域も世界景
気の回復と中国の高成長に支えられ、好調な経済環境を持続しております。 
当社は、かかる経営環境下で、今期より発足した松下電器産業株式会社モータ社との合弁事業統合会社であるミネ
ベア・松下モータ株式会社を含め各事業分野で積極的に拡販し、生産活動の一層の効率改善、品質の向上及び高付加
価値製品の開発に努めました。この結果、売上高は 146,751 百万円と前中間期と比べ 13,009 百万円（9.7％）の増加
となりましたが、電子機器事業の改善遅れにより営業利益は 5,468 百万円、経常利益は 3,885 百万円と、前中間期に
比べそれぞれ 3,999 百万円(△42.2％)、3,673 百万円（△48.6％）の減少となりました。中間純利益は 1,095 百万円
と前中間期と比べ 1,631 百万円(△59.8％)の大幅な減少となりました。 
 
 (a) 事業の種類別セグメント業績を示すと、次のとおりであります。 
機械加工品事業 

機械加工品事業は、当社の主力製品であるボールベアリングの他に、主として航空機に使用されるロッド
エンドベアリング、ハードディスク駆動装置（HDD）に使用されるピボットアッセンブリー等のメカニカルパ
ーツ、自動車及び航空機用のネジ、並びに防衛関連製品であります。前中間期に比べ主力製品であるボールベアリ
ングは、家電業界・自動車業界・情報通信機器関連業界向けへの積極的な拡販により売上が増加しました。また、ロ
ッドエンドベアリングも、米国を中心に売上が増加しました。一方、ピボットアッセンブリーは、第１四半期にお
けるHDD業界の在庫調整の影響もありましたが、順調に売上を伸ばしました。これらの結果、売上高は57,350百
万円と前中間期と比べ1,685 百万円（3.0％）の増加となり、生産効率の向上によるコスト削減等の結果、営業利
益は10,478百万円と前中間期と比べ1,300百万円（14.2％）の増加となりました。 

電子機器事業 
電子機器事業は、HDD用スピンドルモーター、ファンモーター・ステッピングモーター・振動モーター及びブ
ラシ付 DC モーターの情報モーター、キーボード、スピーカー、バックライト、並びに計測機器が主な製品で
あります。松下電器産業株式会社モータ社との合弁事業統合会社であるミネベア・松下モータ株式会社扱い
の情報モーターは統合効果により売上高が増加しました。また、バックライト、計測機器も大きく売上高を
伸ばしましたが、スピンドルモーターは HDD 業界の在庫調整の影響を強く受け低迷しました。これらの結果、
売上高は 89,400 百万円と前中間期と比べ 11,324 百万円（14.5％）の増加となりました。しかし、営業利益
は HDD 用スピンドルモーターの大幅生産減少によるコスト削減の遅れ、キーボードのタイより上海への生産
拠点移転に伴う費用の増加、情報モーター部門の事業費用の増加及び生産統合に伴う費用等の発生もあり、
△5,010 百万円と前中間期と比べ 5,299 百万円の大幅な悪化となりました。 

 
 (b) 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 
日本地域 
日本地域は、ミネベア・松下モータ株式会社の発足に伴い旧松下のモーター事業が新たに加わり、売上高は
38,251百万円と前中間期と比べ 5,425 百万円（16.5％）増加いたしましたが、情報モーター部門の事業費用の増
加等で、営業利益は152百万円と前中間期と比べ 1,679 百万円（△91.7％）の大幅な減少となりました。 
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アジア地域 
アジア地域は、日本、欧米のパソコンや家電メーカー等の生産拠点として重要な地域であります。HDD 関連
業界の在庫調整の影響はあったものの、情報通信機器関連業界の需要回復や堅調な家電業界の需要に支えら
れ、販売は堅調に推移いたしました。一方、利益面では HDD 用スピンドルモーターの低迷、新たに発足した
ミネベア・松下モータ株式会社の生産統合に係わる費用の発生、キーボードの生産移行に伴うコスト増加な
ど厳しい状況となりました。この結果、売上高は 68,915 百万円と前中間期と比べ 7,043 百万円（11.4％）増
加いたしましたが、営業利益は 2,836 百万円と 3,743 百万円（△56.9％）の大幅な減少となりました。 
北米地域 
北米地域は、情報通信関連顧客のアジアへの生産移管が進んだものの、キーボードその他の電子機器部品も堅
調に推移しました。また、米国生産のボールベアリング及び主に航空機関連業界向けのロッドエンドベアリング
は、民需・軍需からの需要が好調に推移しました。この結果、売上高は 25,924 百万円と前中間期と比べ 1,923
百万円（8.0％）の増加となり、営業利益は 2,284 百万円と前中間期と比べ 1,832 百万円（405.3％）の大幅な
増加となりました。 

欧州地域 
欧州地域は、景気の緩やかな回復傾向が見られるなかで、ボールベアリング及びロッドエンドベアリング等が
堅調に推移いたしましたが、キーボード等電子機器が低調で、売上高は 13,659 百万円、営業利益は 195 百万円
と、前中間期と比べ、それぞれ1,382 百万円（△9.2％）、408百万円（△67.7％）の減少となりました。 
 

② 通期の見通し 
原油相場がこのまま高止まるかどうかの不安定要因があるものの、世界の経済は、米国と中国の緩やかな成長
に支えられ、引き続きバランスの取れた回復が続くと予想されます。 
 

(a) 事業の種類別セグメントの通期の見通しを示すと、次のとおりであります。 
機械加工品事業 
主力製品であるボールベアリングは、家電・情報通信機器・自動車業界からの需要が好調であり、引き続
き積極的な拡販を進めます。拡販に伴う量産効果に加えて更なるコスト削減、品質向上に努め、一層の業績
の向上をはかります。 
ロッドエンドベアリングも米国を中心に計画以上の好調な売上状況が続いており、今後もこの傾向が続くと

予想されます。 
電子機器事業 
情報モーター事業は、合弁事業として事業が再編され松下電器産業株式会社の最先端商品開発技術力と当社
の超精密機械加工技術及び大量生産技術の効果が現れるまで、まだ時間がかかると予想されます。下半期にお
いては、事業費用の見直し、生産拠点の積極的な統廃合、生産効率の改善を行い、コスト削減をはかります。 
スピンドルモーター事業は、2.5 インチ用スピンドルモーターの早期市場参入と開発に成功した圧倒的競争
力のある ROF タイプと HMF タイプの新商品の立上げが重要課題であります。全力で取り組んでいますので、来
期には本格的に効果が現れてくると予想されます。 
キーボード事業は、上海地区での大量生産立ち上げを進めており、下半期には厳しい価格競争に打ち勝つコ
スト競争力のある生産体制が整う見込みです。 
他の電子機器事業であるバックライト、計測機器は好調に推移すると予想されます。 

 
(b) 所在地別セグメントの通期の見通しを示すと、次のとおりであります。 
日本地域 
顧客企業の多くが中国をはじめとするアジア地域へ生産移転を進めるものの、ボールベアリングの好調と合

弁事業であるミネベア・松下モータ株式会社が新たに加わったことにより、前期に比べて売上高は増加します
が、営業利益は情報モーター合弁事業の費用見直し等を行っていることもあり、本格的な利益回復は来期以降
になるものと予想されます。 
アジア地域 
販売・生産基地として売上高は好調が見込まれ、一方、利益面では前述しました電子機器事業における情報

モーター事業、スピンドルモーター事業、キーボード事業の諸対策の進展に伴い、今期下半期より営業利益は
徐々に改善していくものと予想されます。 
北米地域 
米国生産のボールベアリング及びロッドエンドベアリング等は航空機業界よりの好調な受注が続いており、
キーボード、ボールベアリング、モーター等のアジア製の輸入品とあわせて堅調に推移するものと見込んでお
ります。 
欧州地域 
欧州経済は緩やかな回復は見られるものの、本格的な回復には至っておらず、売上高・営業利益は中間期と
ほぼ同様に推移するものと予想しております。 
 
 
 
 
 



-   - 7 

（2）財政状態 
当中間期の状況 
当社グループは、「財務体質の強化」を主要な経営方針とし、総資産の圧縮、設備投資の抑制及び負債の削減等を

進めております。当中間期末における現金及び現金同等物の残高は 21,087 百万円と前中間期末と比べ 9,237 百万円
（77.9％）の増加となりました。 
当中間期の各活動におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 
税金等調整前中間純利益 3,391 百万円及び減価償却費 11,372 百万円の発生に対し、たな卸資産の増加等による支

出があった結果、営業活動によるキャッシュ・フローは 13,059 百万円の収入となり、前中間期に比べ 7,272 百万円
（125.7％）の増加となりました。 
設備投資の支払いは 11,329 百万円と前中間期と比べ増加したことにより、投資活動によるキャッシュ・フローは

10,074 百万円の支出と前中間期に比べ 2,498 百万円（33.0％）の支出の増加となりました。 
また、コマーシャルペーパー及び短期・長期借入金合計5,944百万円の減少等により、財務活動によるキャッシュ・

フローは8,735百万円の支出となり前中間期に比べ8,510百万円の支出の増加となりました。 
なお、当中間期に松下電器産業株式会社モータ社との情報モーター事業の統合に伴う分社型吸収分割により連結子
会社であるミネベア・松下モータ株式会社が引き継いだ資産は 16,542 百万円、負債は 11,472 百万円で、現金及び現
金同等物が 1,596 百万円増加しております。 

 
（3）重要な契約 
    該当事項ありません。 
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４．中間連結財務諸表等           
  (1) 中間連結貸借対照表                                                  (単位：百万円) 

当中間期末 
(１６・９・３０) 

前中間期末 
(１５・９・３０) 

比 較 増 減 
前  期  末 
(１６・３・３１) 

期 別 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比 
（資 産 の 部）   ％   ％   ％   ％ 

流 動 資 産  １５２,１８３ 45.5  １３２,８００ 41.8  １９,３８２ 14.6  １３８,９５３ 44.1 
  現 金 及 び 預 金  ２１,０８７   １１,８５０   ９,２３７   ２４,７８０  
  受取手形及び売掛金  ６３,６３０   ５８,５７７   ５,０５３   ５８,２４１  
  た な 卸 資 産  ４９,２６１   ４５,３５１   ３,９０９   ４１,５３４  
    繰 延 税 金 資 産  ７,２９７   ８,３２８  △ １,０３０   ６,５５４  
そ の 他  １１,２０８   ９,１２８   ２,０７９   ８,２５１  

  貸 倒 引 当 金 △ ３０２  △ ４３５   １３２  △ ４０８  
固 定 資 産  １８２,５２３ 54.5  １８４,５５４ 58.2 △ ２,０３０ △ 1.1  １７５,９１６ 55.9 
  有 形 固 定 資 産  １５８,３８１   １５６,４０９   １,９７１   １４８,４５７  
  建 物 及 び 構 築 物  ９６,０３１   ９４,２８８   １,７４２   ９２,８８１  
  機械装置及び運搬具  １９７,３９０   １８８,３７５   ９,０１５   １８１,６３０  
  工具器具及び備品  ５１,９５１   ４６,６３０   ５,３２１   ４４,９４５  
  土 地  １６,３４８   １６,５０８  △ １６０   １６,１３５  
  建 設 仮 勘 定  １,８０２   １,６４０   １６１   ７６３  
  減 価 償 却 累 計 額 △ ２０５,１４３  △ １９１,０３３  △ １４,１０９  △ １８７,８９７  
  無 形 固 定 資 産  １２,０７３   １２,８６７  △ ７９４   １２,４０３  
  連 結 調 整 勘 定  １１,０８２   １１,９１７  △ ８３５   １１,４２３  
  そ の 他  ９９１   ９５０   ４１   ９８０  
  投 資 そ の 他 の 資 産  １２,０６８   １５,２７７  △ ３,２０８   １５,０５５  
  投 資 有 価 証 券  ６,５４４   ５,８３５   ７０９   ７,０８６  
  長 期 貸 付 金  ３３   １４４  △ １１１   ４６  
 繰 延 税 金 資 産  ３,８３７   ７,５８４  △ ３,７４６   ６,１６７  
  そ の 他  １,７８０   １,８２１  △ ４１   １,８９７  
  貸 倒 引 当 金 △ １２６  △ １０８  △ １８  △ １４２  
繰 延 資 産  ９９ 0.0  ９ 0.0  ８９ 893.3  ４５ 0.0 

資 産 合 計 ３３４,８０６ 100.0 ３１７,３６５ 100.0  １７,４４１ 5.5 ３１４,９１５ 100.0  

 

  
(注) 自己株式の数 

 当中間期末  
 ９０,４６８株 

 前中間期末  
７８,４４５株  

 前 期 末  
８４,６５９株 
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                                             (単位：百万円) 

当中間期末 
(１６・９・３０) 

前中間期末 
(１５・９・３０) 

比 較 増 減 
前  期  末 
(１６・３・３１) 

期    別 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比 

（負 債 の 部）   ％   ％   ％   ％ 

流 動 負 債  １７８,５１９ 53.3  １３５,８７３ 42.8  ４２,６４５ 31.4  １６７,６２６ 53.2 

 支払手形及び買掛金  ２８,７５５   ２４,５７２   ４,１８３   ２２,７７７  

 短 期 借 入 金  ７９,０３１   ６８,２７６   １０,７５４   ７２,１９５  

 コマーシャルペーパー  －   ３,０００  △ ３,０００   ４,０００  

 長期借入金(１年以内返済)  ４,２６６   ３,５４９   ７１６   ６,３６７  

 社債(１年以内償還)  １０,０００   １０,０００   －   １０,０００  

 転換社債(１年以内償還)  ２７,０８０   －   ２７,０８０   ２７,０８０  

 未 払 法 人 税 等  ２,８２９   ２,４０７   ４２２   ２,６３８  
 賞 与 引 当 金  ４,８３４   ４,５２２   ３１２   ３,２０８  
 電源事業等整理損引当金  －   ２,３９０  △ ２,３９０   －  
 環境整備費引当金  ９５８   １,１２９  △ １７０   ９８９  

 そ の 他  ２０,７６２   １６,０２４   ４,７３７   １８,３６８  

固 定 負 債  ５２,９６４ 15.8  ８４,４５０ 26.6 △ ３１,４８６ △ 37.3  ５２,７４３ 16.8 

 社 債  ２８,０００   ２８,０００   －   ２８,０００  

 転 換 社 債  －   ２７,０８０  △ ２７,０８０   －  

 新株引受権付社債  ４,０００   ４,０００   －   ４,０００  

 長 期 借 入 金  ２０,２２７   ２３,６７２  △ ３,４４４   １９,８４２  
 退 職 給 付 引 当 金  ４０７   ６８３  △ ２７５   ５９４  
 執行役員退職給与引当金  ３５   ７   ２７   ２２  
 そ の 他  ２９４   １,００７  △ ７１３   ２８４  

  負 債 合 計  ２３１,４８３ 69.1  ２２０,３２４ 69.4  １１,１５９ 5.1  ２２０,３７０ 70.0 

             

（少 数 株 主 持 分）             

少 数 株 主 持 分  ４,３１８ 1.3  ９６２ 0.3  ３,３５５ 348.5  ６７８ 0.2 

             

（資 本 の 部）             
資 本 金  ６８,２５８ 20.4  ６８,２５８ 21.5  － －  ６８,２５８ 21.7 
資 本 剰 余 金  ９４,７５６ 28.3  ９４,７５６ 29.9  － －  ９４,７５６ 30.1 
利 益 剰 余 金  ３,８５１ 1.2  ２,２５６ 0.7  １,５９４ 70.7  ２,７５５   0.8 
その他有価証券評価差額金  １,３０７ 0.4  １,０９８ 0.3  ２０９ 19.0  １,６４７  0.5 
為替換算調整勘定 △ ６９,１１９ △ 20.7 △ ７０,２４９ △ 22.1  １,１２９ △ 1.6 △ ７３,５０５ △23.3 

自 己 株 式 △ ４９ △  0.0 △ ４３ △  0.0 △ ６ 14.1 △ ４６ △ 0.0 

資 本 合 計  ９９,００５ 29.6  ９６,０７８ 30.3  ２,９２６ 3.1  ９３,８６６ 29.8 
負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

 ３３４,８０６ 100.0  ３１７,３６５ 100.0  １７,４４１ 5.5  ３１４,９１５ 100.0 
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 (2) 中間連結損益計算書                                           (単位：百万円) 
当中間期 

自１６・４・ １ 
至１６・９・３０ 

前中間期 
自１５・４・ １ 
至１５・９・３０ 

比 較 増 減 
前  期 
自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 

期 別 
 
 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 率 金  額 百分比 
  ％  ％  ％  ％ 
売 上 高 １４６,７５１ 100.0 １３３,７４１ 100.0  １３,００９ 9.7 ２６８,５７４ 100.0 
売 上 原 価 １１５,９９７ 79.0 １００,３８５ 75.1  １５,６１２ 15.6 ２０３,２６０ 75.7 

売 上 総 利 益 ３０,７５３ 21.0 ３３,３５６ 24.9 △ ２,６０３ △  7.8 ６５,３１３ 24.3 
販売費及び一般管理費 ２５,２８５ 17.3 ２３,８８９ 17.8  １,３９５ 5.8 ４７,２０８ 17.6 

営 業 利 益 ５,４６８ 3.7 ９,４６７ 7.1 △ ３,９９９ △ 42.2 １８,１０４ 6.7 
営 業 外 収 益 ８５５ 0.6 ５８４ 0.4  ２７０ 46.3 １,２８９ 0.5 
 受 取 利 息 ６２  ６３  △ ０  １１１  
 受 取 配 当 金 ３５  ２５   １０  ２６  
 持分法による投資利益 ８  ４   ３  ３  
 そ の 他 ７４８  ４９１   ２５６  １,１４７  
営 業 外 費 用 ２,４３８ 1.7 ２,４９３ 1.8 △ ５５ △ 2.2 ５,５９４ 2.1 
 支 払 利 息 １,５４５  １,７１３  △ １６７  ３,２１３  
 為 替 差 損 ３３０  １４７   １８２  ７７１  
 そ の 他 ５６２  ６３２  △ ６９  １,６０９  

経 常 利 益 ３,８８５ 2.6 ７,５５８ 5.7 △ ３,６７３ △ 48.6 １３,８００ 5.1 
特 別 利 益 ３０８ 0.2 １１９ 0.1  １８９ 158.2 １,７３２ 0.6 
前期関係会社事業整理損修正額 －  ７２  △ ７２  ３２５  
 固 定 資 産 売 却 益 ２６８  ４７   ２２１  ８３  
 投資有価証券売却益 －  －   －  ８８１  
貸 倒引当金戻入額 ３９  －   ３９  －  
電源事業等整理損引当金戻入額 －  －   －  ４４１  

特 別 損 失 ８０２ 0.5 １,３７８ 1.1 △ ５７６ △ 41.8 ２,５７３ 0.9 
固 定 資 産 売 却 損 ３０  ７４  △ ４４  １０５  
固 定 資 産 除 却 損 ２５９  ２５１   ８  ６４２  
 投資有価証券評価損 ２９  －   ２９  －  
関係会社事業整理損 １６５  －   １６５  －  
製 品 補 償 損 失 －  －   －  ４７６  
退 職 給 付 費 用 ３０４  ３１３  △ ８  ６１０  
特 別 退 職 金 －  ３０７  △ ３０７  ３０７  
役 員 退 職 慰 労 金 １２  ４３１  △ ４１９  ４３１  

税金等調整前中間(当期)純利益 ３,３９１ 2.3 ６,２９９ 4.7 △ ２,９０８ △ 46.2 １２,９５８ 4.8 
          
法人税、住民税及び事業税             ２,７３９  ２,２４７   ４９１  ４,４１１  
法 人 税 等 調 整 額             １,０２９  １,３７６  △ ３４６  ２,７９８  
法 人 税 等 合 計           ３,７６９ 2.6 ３,６２４ 2.7  １４５ 4.0 ７,２１０ 2.7 

少数株主利益又は損失(△) △  １,４７３ △ 1.0 △       ５１ △ 0.0 △ １,４２１ － △     ２７１ △ 0.1 
  中 間 (当 期 )純 利益 １,０９５ 0.7 ２,７２６ 2.0 △ １,６３１ △ 59.8  ６,０１９ 2.2 
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(3) 中間連結剰余金計算書 （単位：百万円） 
当中間期 

自１６・４・ １ 
至１６・９・３０ 

前中間期 
自１５・４・ １ 
至１５・９・３０ 

比 較 増 減 
前 期 

自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 

期 別 
 
 
科 目 金  額 金  額 金  額 金  額 

(資本剰余金の部)      

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ９４,７５６ ９４,７５６  － ９４,７５６ 
資本剰余金中間期末（期末）残高 ９４,７５６ ９４,７５６  － ９４,７５６ 
      

(利益剰余金の部)      

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ２,７５５ △    ４５４  ３,２０９ △    ４５４ 
利 益 剰 余 金 増 加 高 １,０９５ ２,７２６ △ １,６３１   ６,０１９ 
中 間 (当 期 )純 利 益 １,０９５ ２,７２６ △ １,６３１   ６,０１９ 

利 益 剰 余 金 減 少 高 ０ １６ △ １６ ２,８０９ 
連結子会社の減少による利益剰余金減少高 － １６ △ １６ １６ 
配 当 金 － －  － ２,７９３ 
自 己 株 式 処 分 差 損 ０ －  ０ ０ 
利益剰余金中間期末（期末）残高 ３,８５１ ２,２５６  １,５９４     ２,７５５ 
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 (4) 中間連結キャッシュ･フロー計算書                                 (単位：百万円) 
当中間期 

自１６・４・ １ 
至１６・９・３０ 

前中間期 
自１５・４・ １ 
至１５・９・３０ 

比 較 増 減 
前  期 
自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 

期  別 

 科  目 金   額 金   額 金   額 金   額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー         
   税金等調整前中間(当期)純利益  ３,３９１  ６,２９９ △ ２,９０８  １２,９５８ 
   減価償却費  １１,３７２  １１,０５３  ３１９  ２１,７０５ 
   連結調整勘定償却額  ５４１  ５１７  ２４  １,０２３ 
   持分法による投資利益 △ ８ △ ４ △ ３  △ ３ 
   受取利息及び受取配当金 △ ９８ △ ８８ △ ９  △ １３８ 
   支払利息  １,５４５  １,７１３ △ １６７   ３,２１３ 
   有形固定資産売却損益（売却益：△） △ ２３８  ２７ △ ２６６  ２２ 
   有形固定資産除却損  ２５９  ２５１  ８  ６４２ 
   製品補償損失引当金の増減額（減少：△） △ ２１０ △ １８２ △ ２８  ２２７ 
   投資有価証券売却益  －  －  － △ ８８１ 
   投資有価証券評価損  ２９  －  ２９  － 
   売上債権の増加額 △ １,４４４ △ ６,７３２  ５,２８８ △ ７,７３４ 
   たな卸資産の増加額 △ ３,５７８ △ ４,３２０  ７４２ △ １,８８３ 
   仕入債務の増減額（減少：△）  ４,３６５  ８５５  ３,５０９ △ ３８６ 

貸倒引当金の減少額 △ １４０ △ ３８４  ２４４ △ ３６５ 
 賞与引当金の増減額（減少：△）  １,５８６  １,２２８  ３５７ △ ３０ 

   電源事業等整理損引当金の減少額  － △ ７３０  ７３０ △ ３,１４４ 
   環境整備費引当金の減少額 △ ３０  － △ ３０ △ １３９ 

退職給付引当金の増減額（減少：△） △ ２４４  ５７０ △ ８１５  ５５９ 
執行役員退職給与引当金の増加額  １２  ７  ５  ２２ 
その他 △ ８２７ △ １２２ △ ７０５  ３,０７８ 

     小  計  １６,２８３  ９,９５９  ６,３２３  ２８,７４５ 
   利息及び配当金の受取額  ９８  ８６  １１  １７６ 
   利息の支払額 △ １,４９４ △ １,６１９  １２５ △ ３,１９７ 
   法人税等の支払額 △ １,８２８ △ ２,６３９  ８１１ △ ４,００９ 
    営業活動によるキャッシュ･フロー  １３,０５９  ５,７８７  ７,２７２  ２１,７１４ 
         
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー         
   有形固定資産の取得による支出 △ １１,３２９ △ ９,８８４ △ １,４４５ △ １８,８２５ 
   有形固定資産の売却による収入  １,１４６  ９９８  １４８  ２,３７２ 

投資有価証券の取得による支出 △ ３７ △ ０ △ ３７ △ １,９９９ 
   投資有価証券の売却による収入  －  １４ △ １４  ２,５４４ 

連結範囲の変更を伴う子会社の売却による収入  －  ３８５ △ ３８５  ３８５ 
   貸付による支出 △ ６４ △ １３ △ ５０ △ １５６ 
   貸付金の回収による収入  １０２  ５７  ４４  ２１８ 
   その他  １０７  ８６５ △ ７５８  ５２９ 
    投資活動によるキャッシュ･フロー △ １０,０７４ △ ７,５７６ △ ２,４９８ △ １４,９３２ 
         
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー         
   短期借入金の増減額（減少：△） △ ８３  １,７４７ △ １,８３１  ６,２４８ 
   コマーシャルペーパーの増減額（減少：△） △ ４,０００  － △ ４,０００  １,０００ 
   長期借入れによる収入  ４７３  １,２８７ △ ８１４  １,６３３ 
   長期借入金の返済による支出 △ ２,３３４ △ １,３３５ △ ９９９ △ ２,５１３ 
   社債の発行による収入  －  －  －  １０,０００ 

社債の償還による支出  －  －  － △ １０,０００ 
自己株式の取得による支出 △ ２ △ ５  ２ △ ９ 
配当金の支払額 △ ２,７９３ △ ２,７９３  ０ △ ２,７９３ 
少数株主への配当金の支払額  － △ ２７  ２７ △ ２７ 
少数株主からの払込による収入  －  ９０１ △ ９０１  ９０５ 
その他  ６  －  ６ △ ５２ 

    財務活動によるキャッシュ･フロー △ ８,７３５ △ ２２４ △ ８,５１０  ４,３９１ 
         
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ４６１ △ ３１２  ７７４ △ ５７０ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ ５,２８８ △ ２,３２６ △ ２,９６２  １０,６０３ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  ２４,７８０  １４,１７７  １０,６０３  １４,１７７ 
Ⅶ 会社分割に伴う現金及び現金同等物の増加額  １,５９６  －  １,５９６  － 
Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  ２１,０８７  １１,８５０  ９,２３７  ２４,７８０ 
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 
   ① 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 

      連結子会社数    ４９社    主要会社名    NMB SINGAPORE LTD., NMB (USA) INC., NMB THAI LTD. 

             MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD. 

 

      関連会社数      ２社    うち持分法適用会社数及び主要会社名  ２社 

        (株)湘南精機, 関東精工（株） 

 ② 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

(イ)連結子会社 

 新 
規 

株式取得による 
 

 

会社設立による 

(３社) 

 

 

(１社) 

MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR(S)PTE.LTD. 

MINEEBA-MATSUSHITA MOTOR(MALAYSIA)SDN.BHD. 

ZHUHAI MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR CO.,LTD. 

NMB MINEBEA SLOVAKIA S.R.O. 

 除 
外 

会社清算による 
 

(１社) NMB F.T. INC. 

(ロ)持分法適用会社 新 
規 

ありません。   

 除 
外 

ありません。 
  

 
   ③ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、当中間連結財務諸表の作成にあたり、
中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく中間財務諸表を使用しております。 
 

   ④ 会計処理基準に関する事項 
    (a) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

1.たな卸資産 
当社及び国内連結子会社については、主として移動平均法による原価法を採用しております。 
 在外連結子会社については、主として先入先出法又は移動平均法による低価法を採用しております。 

2.その他有価証券 
・時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。また、評価差額は、全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。 

・時価のないもの 
移動平均法による原価法を採用しております。 

    (b) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
1.有形固定資産 

当社及び国内連結子会社については、定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額について
は、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。少額の減価償却資産（取得価額が１０万円以
上２０万円未満の減価償却資産）については、事業年度毎に一括して３年間で均等償却しております。 
在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。 

2.無形固定資産 
当社及び国内連結子会社については、定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。ソフトウエア(自社利用分)については、社内における見込
利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 
在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。 

    (c) 重要な引当金の計上基準 
1.貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社では、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
在外連結子会社については、債権の貸倒による損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を勘案して回

収不能見込額を計上しております。 
2.賞与引当金 

当社及び国内連結子会社については、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準
に基づき計上しております。 
在外連結子会社については、発生基準に基づき計上しております。 

3.退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づ
き、当中間連結会計期間末において発生していると認められる金額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異(3,050百万円)については、５年による按分額を「退職給付費用」として特別

損失に計上しております。 
数理計算上の差異は、一定の年数(５年～15 年)による定額法により、翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 
在外連結子会社については、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込み額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる金額を計上して
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おります。 
      4.執行役員退職給与引当金 
        執行役員の退職金の支給に備える為、内規による当中間連結会計期間末要支給額を計上しております。 
      5.環境整備費引当金 
        米国における環境対策費用として発生すると見込まれる損失について、合理的に見積もられる金額を計上

しております。 
(d) 中間連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の中間財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建資産

及び負債の本邦通貨への換算基準                        
当社及び国内連結子会社については、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。 
在外連結子会社については、資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費
用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含
めております。  

    (e) 重要なリース取引の処理方法 
当社及び国内連結子会社はリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、在外連結子会社について
は主として当社と同じ方法によります。 

    (f) 重要なヘッジ会計の方法 
為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。 
なお、為替予約取引は当社の資金部の指導のもとに輸出入取引等に係る為替相場変動によるリスクをヘッジ

する目的で行っております。 
また、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれ

ぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、その判定をもって
有効性の判定に代えております。 

(g) 消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

 
   ⑤  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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(6) 注記事項 

① セグメント情報 
      (a) 事業の種類別セグメント情報 
 

（単位：百万円） 
当中間期（自 平成１６年４月１日 至 平成１６年９月３０日）  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

57,350 89,400 146,751 － 146,751 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,114    0 1,114 △   1,114 － 

計 58,464 89,401 147,866 △   1,114 146,751 
営 業 費 用 47,986 94,411 142,397 △   1,114 141,282 
営 業 利 益 又 は 
営 業 損 失 ( △ ) 

10,478 △   5,010 5,468 － 5,468 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 185,066 221,267 406,333 △   71,527 334,806 

減 価 償 却 費 5,239 6,133 11,372 － 11,372 
資 本 的 支 出 3,585 15,784 19,370 － 19,370 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット・アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機

用機械加工部品、防衛関連機器等 

② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、バックライト、ハイブリ 

         ッド IC、インバーター、ひずみゲージ、ロードセル等      

 

 
 

（単位：百万円） 
前中間期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年９月３０日）  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

55,665 78,076 133,741 － 133,741 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,111 4 1,116 △   1,116 － 

計 56,777 78,080 134,858 △   1,116 133,741 
営 業 費 用 47,598 77,791 125,390 △   1,116 124,274 
営 業 利 益 9,178 289 9,467 － 9,467 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 187,802 206,686 394,488 △  77,123 317,365 

減 価 償 却 費 5,479 5,573 11,053 － 11,053 
資 本 的 支 出 2,068 7,987 10,056 － 10,056 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット・アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機

用機械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、ス
イッチング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、ひずみゲージ、ロードセ
ル等 



-   - 16 

（単位：百万円）             
前期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日）  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

111,692 156,881 268,574 － 268,574 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,191 15 2,206 △   2,206 － 

計 113,884 156,896 270,781 △   2,206 268,574 
営 業 費 用 94,379 158,296 252,676 △   2,206 250,469 
営 業 利 益 又 は 
営 業 損 失 ( △ ) 

19,505   △   1,400 18,104 － 18,104 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

         

資 産 189,741 196,918 386,660 △  71,744 314,915 

減 価 償 却 費 10,811 10,894 21,705           － 21,705 
資 本 的 支 出 4,168 14,929 19,097           － 19,097 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット・アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機

用機械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、バ
ックライト、スイッチング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、インバー
ター、ひずみゲージ、ロードセル等 
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(b) 所在地別セグメント情報 

 

(単位：百万円) 

当中間期（自 平成１６年４月１日 至 平成１６年９月３０日）  

日 本 アジア 北 米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

38,251 68,915 25,924 13,659 146,751 － 146,751 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

82,673 78,904 682 483 162,744 △ 162,744 － 

計 120,925 147,820 26,606 14,143 309,495 △ 162,744 146,751 
営 業 費 用 120,773 144,983 24,322 13,947 304,027 △ 162,744 141,282 
営 業 利 益 152 2,836 2,284 195 5,468 － 5,468 

Ⅱ 資 産 166,929 231,010 33,304 21,702 452,946 △ 118,140 334,806 
(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   １. 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ２. 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北   米：米国 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
 
 

(単位：百万円) 

前中間期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年９月３０日）  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

32,826 61,872 24,001 15,041 133,741 － 133,741 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

69,383 62,862 1,524 687 134,457 △ 134,457 － 

計 102,209 124,735 25,525 15,728 268,198 △ 134,457 133,741 
営 業 費 用 100,377 118,155 25,072 15,125 258,731 △ 134,457 124,274 
営 業 利 益 1,831 6,579 452 603 9,467 － 9,467 

Ⅱ 資 産 159,410 213,281 33,751 20,860 427,303 △ 109,938 317,365 
(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   １. 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ２. 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
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（単位：百万円） 

前 期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日）  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に  
対 す る 売 上 高  

68,760 121,071 48,726 30,015 268,574 － 268,574 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

138,157 125,129 2,858 1,387 267,533 △ 267,533 － 

計 206,917 246,201 51,584 31,403 536,107 △ 267,533 268,574 
営 業 費 用 202,034 235,437 49,500 31,029 518,002 △ 267,533 250,469 
営 業 利 益 4,883 10,763 2,084 374 18,104 － 18,104 

Ⅱ 資 産 166,277 201,193 29,172 20,075 416,719 △ 101,803 314,915 
(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   １. 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ２. 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
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 (c) 海外売上高 
 

(単位：百万円) 

当中間期（自 平成１６年４月１日 至 平成１６年９月３０日） 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 69,319 23,633 14,355 107,308 

Ⅱ 連 結 売 上 高    146,751 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

47.2% 16.1% 9.8% 73.1% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
    ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
    ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
 
 

(単位：百万円) 

前中間期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年９月３０日） 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 62,027 22,791 16,095 100,914 

Ⅱ 連 結 売 上 高    133,741 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

46.4% 17.0% 12.0% 75.4% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
    ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
    ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
 
 

(単位：百万円) 

前 期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 121,597 45,336 32,238 199,172 

Ⅱ 連 結 売 上 高    268,574 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

45.3% 16.9% 12.0% 74.2% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
    ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
    ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
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② リース取引関係  
  

 
 

 当  中  間  期  

 
 
 

 前  中  間  期  

 
 
 
   前    期    

 
取得価額 
相 当 額 

 
減価償却累計 
額相当額 

 
中間期末残高 
相 当 額 

 
取得価額 
相 当 額 

 
減価償却累計 
額相当額 

 
中間期末残高 
相 当 額 

 
取得価額 
相 当 額 

 
減価償却累計 
額相当額 

 
期末残高 
相 当 額 

(a) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額及び中間期末(期
末)残高相当額 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

 機 械 装 置 
 及 び 運 搬 具 １,２１５ ６２４ ５９０ １,３１８ ７０７ ６１１ １,１９５ ６５７ ５３８ 

 工具器具及び備品 ３,１４０ １,７９８ １,３４２ ３,１８９ １,６５２ １,５３７ ３,０７９ １,７２０ １,３５８ 
 ソ フ ト ウ ェ ア    ９１        ６７        ２３           －           －           －           －           －           － 
  合    計 ４,４４７ ２,４９１ １,９５６ ４,５０８ ２,３５９ ２,１４８ ４,２７５ ２,３７８ １,８９６ 

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割
合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 
(b) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

１ 年 以 内 ９４６百万円      １,０４９百万円 ９４５百万円 
１ 年 超 １,００９百万円      １,０９８百万円 ９５０百万円 
合 計 １,９５６百万円      ２,１４８百万円 １,８９６百万円 

    なお、未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期
末(期末)残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 
(c) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 ６１１百万円      ６６１百万円 １,２４２百万円 

減価償却相当額 ６１１百万円      ６６１百万円 １,２４２百万円 
 
(d) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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③ 有 価 証 券 関 係 

  １. その他有価証券で時価のあるもの                               （単位：百万円） 

 当 中 間 期 末 前 中 間 期 末 前   期   末 

種   類 取得原価 
中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差額 取得原価 
中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差額 取得原価 
連結貸借 
対照表 
計上額 

差額 

その他有価証券で
時価のあるもの          

株   式 ３,１０８ ５,２５２ ２,１４４ ２,７１９ ４,５２０ １,８０１ ３,０７１ ５,７７２ ２,７０１

合    計 ３,１０８ ５,２５２ ２,１４４ ２,７１９ ４,５２０ １,８０１ ３,０７１ ５,７７２ ２,７０１

 

 

 ２. 時価評価されていない主な有価証券                                 （単位：百万円） 

 当 中 間 期 末 前 中 間 期 末 前 期 末 

種     類 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 １,０６５ １,０９４ １,０９４ 

合    計 １,０６５ １,０９４ １,０９４  
（注）非上場株式（店頭売買株式を除く） 
 
 
 

④ デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益                

 当中間連結会計期間末（平成１６年９月３０日） 

  該当事項はありません。                                          

      なお、ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。  

 

 前中間連結会計期間末（平成１５年９月３０日） 

  該当事項はありません。                                          

      なお、ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。  

 

 前連結会計年度末（平成１６年３月３１日） 

  該当事項はありません。                                          

      なお、ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。  

 

 

⑤ 継続企業の前提 

   該当事項はありません。 
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（7） 生産、受注及び販売の状況 
 

① 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 生産高 前年同期比(％) 

機械加工品 57,432 97.3 

電子機器 88,369 108.5 

合計 145,801 103.8 

(注) １．金額は、販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

 
② 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 受注高 
前年 
同期比 
(％) 

受注残高 
前年 
同期比 
(％) 

機械加工品 59,002 105.6 36,326 108.6 

電子機器 93,956 117.9 27,006 114.1 

合計 152,958 112.8 63,332 110.9 

(注) １．金額は、販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

 
③ 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 販売高 前年同期比(％) 

機械加工品 57,350 103.0 

電子機器 89,400 114.5 

合計 146,751 109.7 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
   ２．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 




